
 

「多文化共生の推進に関する研究会」開催要綱 

 

１ 趣旨 

東日本大震災を契機として、外国人住民への災害時の多言語情報提供の必要性等

に関する課題が顕在化している。そこで、地方公共団体等における災害時の多言語

情報提供の状況や、災害時の円滑な多言語情報提供に資する平常時の多文化共生の

取組について、ケーススタディを実施するとともに、課題の抽出・分析及びその解

決方法を検討することにより、今後の更なる多文化共生の取組を促進する。 

 

２ 名称 

  本研究会は、「多文化共生の推進に関する研究会」（以下「研究会」という。）と

称する。 

 

３ 検討事項 

 ・ 地域の災害時の多言語情報提供等、多文化共生に関する取組事例の把握及び課

題抽出 

 ・ 課題解決に向けた関係機関・団体等における平常時からの有効と考えられる取

組、災害時の役割及び連携の強化など効果的な対応方策の提案 

 

４ 構成及び運営 

 (1) 研究会の構成員は別紙「構成員名簿」のとおりとする。 

 (2) 研究会には座長１名をおく。 

 (3) 座長は、会務を総理する。 

 (4) 座長は、必要があると認めるときは、関係団体等に研究会への出席を求め、 

意見を聴取すること及び説明を求めることができる。 

 (5) 会議は非公開とするが、研究会終了後に配付資料を公表するとともに、速や

かに議事概要を作成し、これを公表することとする。 

但し、配付資料については、座長が必要と認める時は非公開とすることがで

きる。 

 

５ 開催期間 

  平成２４年２月から平成２５年３月まで、合計４回程度とする。 

 

６ その他 

  研究会の庶務は、総務省自治行政局地域政策課国際室において行う。 

参考４ 



 

多文化共生の推進に関する研究会 

 構成員名簿 

 

（五十音順：敬称略） 

【構成員】 

池上 重弘 静岡文化芸術大学文化政策学部国際文化学科教授  

太田 公一   新宿区地域文化部多文化共生推進課長 

加藤 博惠 群馬県大泉町企画部国際協働課国際協働係長 

 兼 大泉町多文化共生コミュニティセンター所長 

高橋 政司 (財)自治体国際化協会多文化共生部長 

杉澤 経子 東京外国語大学多言語・多文化教育研究センター 

プロジェクトコーディネーター  

田村 太郎 特定非営利法人多文化共生センター大阪代表理事 

（座長）中邨 章  明治大学名誉教授  

森安 秀和 兵庫県産業労働部観光・国際局国際交流課長 

山越 伸子 総務省自治行政局国際室長  

 

【オブザーバ】 

小林 弘史   消防庁国民保護・防災部防災課災害対策官 

別紙 
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